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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

     ２ 第44期第１四半期連結累計期間および第45期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純 

  利益金額については、１株当たり四半期純損失金額を計上しており、また、潜在株式がないため記載してお 

 りません。第44期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載してお 

 りません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社ならびに子会社４社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期 

第１四半期 
連結累計期間

第45期 
第１四半期 
連結累計期間

第44期

会計期間
自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日

自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

完成工事高 (百万円) 11,766 11,929 85,553 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,596 △1,151 2,457 

四半期純損失(△) 
又は当期純利益 

(百万円) △1,526 △720 1,322 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,681 51 4,169 

純資産額 (百万円) 25,455 30,848 31,112 

総資産額 (百万円) 56,473 68,651 80,369 

１株当たり四半期純損失金額(△) 
又は１株当たり当期純利益金額 

(円) △60.46 △28.52 52.39 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 45.1 44.9 38.7 

２ 【事業の内容】

― 2 ―



第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  
(1) 経営成績の分析 

 当第１四半期連結累計期間における国内経済は、一部で弱い動きがあるものの総じて回復傾向が持続

しました。回復が遅れていた民間企業の設備投資に関してもようやく復調の兆しが見え始めました。 

 これを受けて建設業界におきましても受注環境の好転が期待できるものの、一方で円安を主因とする

原材料・エネルギー価格の上昇等のコストアップ要因も顕在化しつつあり、一層の注視を続けていく必

要があるものと思われます。 

 こうした環境の中で、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、完成工事高

119億2千9百万円（前年同四半期比1.4％増）、営業損失13億3百万円（前年同期 営業損失16億9千1百万

円）、経常損失11億5千1百万円（前年同期 経常損失15億9千6百万円）、四半期純損失7億2千万円（前

年同期 四半期純損失15億2千6百万円）となりました。また、受注高につきましては、201億7千5百万円

（前年同四半期比0.7％減）となりました。 

 なお、当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態として、工事の完成時期が期末に集中する傾

向が強く、一方で、販売費及び一般管理費などの固定費はほぼ恒常的に発生するため、利益は期末に偏

るという季節的変動があります。 

  
(2) 財政状態の分析 

  当第１四半期連結会計期間における総資産は、686億5千1百万円となり、前連結会計年度に比べ117億

1千8百万円減少しております。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金の減少139億7千万円でありま

す。 

  負債は、378億3百万円となり、前連結会計年度に比べ114億5千3百万円減少しております。主な要因

は、支払手形・工事未払金の減少78億5千万円と、短期借入金の減少34億9千9百万円であります。 

  純資産は、308億4千8百万円となり、前連結会計年度に比べ2億6千4百万円減少しております。主な要

因は、利益剰余金の減少10億3千5百万円と、その他有価証券評価差額金の増加6億4千万円であります。

  
(3) 事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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1) 会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要 

上場会社である当社の株券等は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社株

券等に対する大量買付行為またはこれに類似する行為があった場合においても、一概にこれを否定す

るものではなく、大量買付行為に関する提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の自由

な意思により判断されるべきであると考えます。 

 しかしながら、近年のわが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一

方的に大量買付行為またはこれに類似する行為を強行する動きも見受けられないわけではなく、こう

した大量買付行為の中には、対象会社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に資さな

いものも想定されます。 

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値の

さまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値およ

び会社の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えて

おります。したがいまして、企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を毀損するおそれの

ある不適切な大量買付行為またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決

定を支配する者として不適切であると考えます。 

2) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの内

容の概要 

① 当社の企業価値の源泉について 

当社は、「空気を中核とする熱・水技術の研究と開発に努め、環境創造分野に新たな価値を創り

出し、社会的に信頼される技術とサービスを提供する企業の実現を目指す」との企業理念のもと、

空気・水・熱に関する高度な技術を駆使し、地球環境に配慮した空気質環境を創造するとともに、

株主・顧客・職員をはじめ全てのステークホルダーの人々との信頼関係を大切にし、豊かで潤いの

ある社会資本の形成発展に貢献する会社であることに努めております。 

当社は、近代空調のパイオニアである米国キヤリア社と三井グループ企業の合弁により1930年に

設立された「東洋キヤリア工業」を前身とし、1969年に設立されました。東洋キヤリア工業は満州

鉄道特急アジア号での“世界初”全列車空調や、“日本初”の原子炉空調を手掛けており、当社

は、その高い技術力と時代をリードするパイオニア精神、「新しいもの」に取り組むチャレンジ精

神を受け継ぎ、超高層ビル、大型ホテル、総合病院、ドーム球場、教育文化施設や空港施設、大型

地域冷暖房施設、半導体や液晶工場等のクリーンルーム、原子力施設に至るまで、様々な施設に独

自の技術力を活かしながら貢献し、空調エンジニアリング会社として研鑽を重ねてまいりました。

当社の歴史は日本における空調技術の歴史そのものであり、今後も、企業価値および会社の利益ひ

いては株主共同の利益の確保と向上のため、より一層、技術力を高めてまいります。 

当社は、高度な技術力とその担い手となる職員が、当社の企業価値の源泉であると考えておりま

す。 

 当社が業界最先端の企業であり続け、独創的で差別化可能な技術力・開発力を保持し、安全・品

質・価格・納期面でお客様に満足していただけるサービスを提供し続けるためには、高度な技術

力・開発力と優れた人格を持つ職員が不可欠であります。そのため当社は、長年の経験に裏付けさ

れた当社独自の人材開発システムにより、何事においても当事者意識を持って取り組む職員の育成

に努めております。 

② 中期経営計画について 

 当社を取り巻く状況は回復基調にはあるものの、引き続き厳しい競争環境が続いております。か

かる環境下、中長期的な企業活動の継続と発展を実現させ、企業価値および会社の利益ひいては株

主共同の利益の確保と向上を図るためには、長年にわたり蓄積してきた技術力とノウハウをベース

に、事業の運営を進めることが極めて重要なことであると認識しております。 

― 4 ―



  
これを踏まえ中期経営計画では、①顧客ニーズに応える全社一丸体制の推進、②中核独自分野で

の事業推進力の向上と新成長分野への積極投資、③経営資源の最適活用とコーポレートガバナンス

の追求、を基本課題としており、これらの課題を達成することにより社会貢献と企業価値の向上を

目指すとともに、業績向上に注力しております。 

③ コーポレートガバナンスの強化について 

当社は、経営環境の急激な変化に対応するため執行役員制度を導入し、経営責任の明確化および

業務遂行の迅速化を図っております。また、取締役会は実質的な討議を可能とする人数にとどめ、

経営上の重要な事項を審議・決定するとともに、取締役の職務執行が効率性を含め適正に行われて

いるかを監督しております。なお、取締役会に諮るべき事項および重要な業務執行については、経

営会議において協議する経営体制をとっております。 

当社は監査役会制度を採用しており、各監査役は監査役会および監査役連絡会などを通して意見

交換を行うことにより、監査の実効性向上に努め、公正かつ的確に監査を実施しております。ま

た、当社の内部監査を行う内部統制部ならびに会計監査人である有限責任監査法人トーマツとは、

定期的に業務連絡会や意見交換を行い、監査の総合的かつ詳細な報告を受けるなど緊密な連携をと

り、経営の健全性・透明性の確保に努めております。 

3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みの内容の概要 

当社は、当社株式に対する大量買付けが行われた際に、大量買付けに応じるか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆

様のために大量買付者と交渉を行ったりすること等を可能にすることが必要であると考えておりま

す。 

当社は、上記の理由により、平成25年６月21日開催の第44回定時株主総会において当社株券等の大

量買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）について、株主の皆様

のご承認を得ました。なお、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）は、平成19年６

月22日開催の第38回定時株主総会における株主の皆様のご承認を得て導入し、更に平成22年６月24日

開催の第41回定時株主総会における株主の皆様のご承認を得てこれを更新しております。（当該１回

目の更新後のプランを以下「旧プラン」といいます。）本プランは、旧プランの有効期間満了に伴

い、これを更新したものであります。 

本プランは、大量買付者に対し、本プランの順守を求めるとともに、大量買付者が本プランを順守

しない場合、および大量買付行為が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を害す

るおそれがあると認められる場合における対抗措置を定めており、その概要は以下のとおりでありま

す。 

① 本プランの発動に係る手続の設定 

 本プランは、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保・向上させること

を目的として、大量買付者による当社株券等に対する大量買付行為が行われる場合に、当該大量買

付者に対し、事前に当該大量買付行為に関する情報の提供を求め、当社が、当該大量買付行為につ

いての情報収集・検討等を行う期間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を

提示したり、当該大量買付者との交渉等を行ったりするための手続を定めています。 

② 大量買付行為に対する対抗措置 

 大量買付者が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付けを行う等、大量買付者によ

る大量買付行為が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するおそれ

があると認められる場合には、当社は、かかる大量買付行為に対する対抗措置として、原則とし

て、新株予約権の無償割当ての方法（会社法第277条以下に規定されています。）により、当社取

締役会が定める一定の日における株主の皆様に対して新株予約権を無償で割り当てます。また、会

社法その他の法令および当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断さ
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れた場合には、当該その他の対抗措置が用いられることもあります。 

 本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、①大

量買付者およびその関係者による行使を禁止する行使条件や、②当社が本新株予約権の取得と引き

換えに大量買付者およびその関係者以外の株主の皆様に当社普通株式を交付する取得条項等を付す

ことが予定されております。 

 本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付

者およびその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は大幅に希釈化される可能性が

あります。 

③ 独立委員会の設置と同委員会への諮問 

 対抗措置の発動、不発動等の判断については、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その

判断の合理性および公正性を担保するため、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を

設置し、本プランに定めた対抗措置の発動等に関して、当社取締役会は独立委員会に必ず諮問する

こととします。独立委員会の委員は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役、

社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任するものとし、株主の皆様等に適時に情報開示を

行うことにより透明性を確保することとしています。 

④ 情報開示 

当社は、本プランに基づく手続を進めるにあたって、大量買付行為があった事実、大量買付者か

ら十分な情報が提供された事実、独立委員会の判断の概要、対抗措置の発動または不発動の決定の

概要、対抗措置の発動に関する事項その他の事項については、当社株主の皆様の判断に必要である

と当社取締役会が判断する時点で、株主の皆様等に対する情報開示を行います。 

4) 本プランの高度な合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではな

く、当社役員の地位の維持を目的とするものではないことおよびその理由） 

当社取締役会は、以下の理由により、本プランが、上記の基本方針に沿うものであり、当社株主の

共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断して

おります。 

① 買収防衛策に関する指針（経済産業省および法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株

主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」）等の要件を完全に充足してい

ること 

② 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって更新したこと 

③ 株主意思を重視するものであること 

④ 独立性の高い社外者（独立委員会）の判断の重視と情報開示 

⑤ 対抗措置に係る合理的な客観的発動要件の設定 

⑥ 取締役会および独立委員会による外部専門家の意見の取得の確保 

⑦ デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

  
なお、買収防衛策の詳細につきましては、当社ウェブサイトをご参照ください。 

http://www.snk.co.jp/ir/boueisaku.html 
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(4) 研究開発活動 

当社は、企業行動憲章のひとつに「空気を中核とする熱・水技術の研究と開発に努め、環境創造分野

に新たな価値を創り出し、社会的に信頼される技術とサービスの提供」を掲げています。 

 そして、これらの研究開発を具現化するにあたっては、技術開発研究所をはじめとする各事業部門な

どの全社組織に加え、有力な技術を持つ企業や大学等の社外パートナーと連携を図り、技術融合させな

がら展開しています。 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、70百万円であります。 

  
（主な研究開発活動） 

 1) 微粒子可視化技術を核とした「ビジュアルソリューション事業」の深耕 

 浜松ホトニクス㈱との協業体制のもと、微粒子可視化技術の適用範囲を広げるべく活動を行なっ

ています。「微粒子可視化システム」の基本構成ラインナップを一新すると共に、光源とカメラを

一体とし、小型・軽量化を図った新しいタイプの光膜式モニタリング方式を新ラインナップに加

え、半導体・液晶産業や、フィルム・ガラス・２次電池・太陽電池・自動車塗装、製薬、医療・福

祉分野などへの展開を進めています。 

  
 2) 病原性微生物を制御する空調システムの開発 

 熱交換コイルにコーティングした抗菌材と水が接触することで発生する抗菌作用によって、細菌

類の増殖を抑制する新型抗菌空調機を開発しました。気化式加湿器の衛生対策として、銀イオンに

て細菌・真菌等を大幅に減少させる「Ag-ion Master」と合わせ、年間を通じて病原性微生物を制

御する空調システムとして展開しています。本空調システムは、一般社団法人建築設備綜合協会主

催の第11回環境設備デザイン賞 設備器具・システムデザイン部門で入賞しこの技術が高く評価さ

れました。 

  
 3) 快適性・知的生産性を維持しながら節電する技術開発 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）に㈱東芝と共同応募し採択され

た、平成23年度「省エネルギー革新技術開発事業（電力需給緊急対策）」が終了し、現在その成果

に基づき、オフィスの快適性、知的生産性を維持しながらも節電を図る「省エネルギーで快適な空

調制御手法」の技術開発の実用化に向け、㈱東芝と共同で取り組んでいます。 

  
 4) 熱源最適化システムの開発 

 東日本大震災以降、日本のエネルギー需給のあり方が見直され、再生可能エネルギーの導入や、

空調設備の節電/デマンドレスポンス等が求められていることから、これらに対応した熱源最適化

システムの開発に取り組んでいます。 

  
 5) 二次ポンプ向け省エネポンプコントローラーの開発 

 当社独自開発の「省エネポンプコントローラー Ｐ-Ｑ master」の仕様を見直し、約60%のコスト

ダウンを図ると共に、二次ポンプの最適台数制御機能（特許出願中）を搭載したＰ-Ｑ master＋

（プラス）を開発し、従来のポンプ台数制御と比較し最大15%以上の消費電力削減を実現しまし

た。 

  
 6) 浸水防止ダンパの開発 

 津波や洪水等の災害発生時に、電気や空気等の動力源を一切必要とせず、ダクト内への水の浸入

を検知し、自動的にダンパを閉止して空調ダクトからの浸水被害を防止するための止水ダンパ「ジ

ャバッＳｈｕｔ」を開発しました。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 84,252,100 

計 84,252,100 

種類
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在発行数(株) 
(平成25年８月５日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 25,282,225 25,282,225 
東京証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数は100株であり
ます。

計 25,282,225 25,282,225 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年６月30日 ― 25,282 ― 5,158 ― 6,887 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができませんので、直前の基準日である平成25年３月31日の株主名簿により記載しており

ます。 

① 【発行済株式】 

平成25年３月31日現在 

 
(注) １ 株式会社証券保管振替機構名義の株式が「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に300株(議決権3個)、

「単元未満株式」欄の普通株式に80株それぞれ含まれております。 

２ 当社所有の自己株式が「単元未満株式」欄の普通株式に23株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年３月31日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式      ―      ― ― 

議決権制限株式(自己株式等)      ―      ― ― 

議決権制限株式(その他)      ―      ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式    38,300 

     ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  25,175,400 251,754 ― 

単元未満株式 普通株式       68,525      ― ― 

発行済株式総数            25,282,225      ― ― 

総株主の議決権      ― 251,754 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式) 
 新日本空調株式会社 

東京都中央区日本橋 
浜町２－31－１ 

38,300 ― 38,300 0.1 

計 ― 38,300 ― 38,300 0.1 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで)および第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,985 6,490

受取手形・完成工事未収入金 46,384 32,414

有価証券 299 401

未成工事支出金 671 1,433

その他のたな卸資産 66 68

繰延税金資産 1,413 1,881

その他 2,278 1,751

貸倒引当金 △241 △167

流動資産合計 56,858 44,272

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 2,206 2,189

その他（純額） 783 777

有形固定資産合計 2,989 2,967

無形固定資産 332 323

投資その他の資産   

投資有価証券 17,443 18,328

繰延税金資産 56 56

その他 2,914 2,956

貸倒引当金 △225 △254

投資その他の資産合計 20,188 21,088

固定資産合計 23,511 24,378

資産合計 80,369 68,651
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 37,100 29,250

短期借入金 4,645 1,145

未払法人税等 145 49

未成工事受入金 997 1,426

工事損失引当金 1,721 1,725

引当金 143 86

その他 2,225 1,565

流動負債合計 46,979 35,250

固定負債   

長期借入金 105 90

繰延税金負債 1,337 1,694

退職給付引当金 743 665

その他 91 102

固定負債合計 2,277 2,552

負債合計 49,256 37,803

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,158 5,158

資本剰余金 6,887 6,887

利益剰余金 15,750 14,715

自己株式 △24 △24

株主資本合計 27,773 26,737

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,315 3,955

為替換算調整勘定 24 154

その他の包括利益累計額合計 3,339 4,110

純資産合計 31,112 30,848

負債純資産合計 80,369 68,651
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

完成工事高 11,766 11,929

完成工事原価 12,125 11,879

完成工事総利益又は完成工事総損失（△） △358 49

販売費及び一般管理費 1,333 1,353

営業損失（△） △1,691 △1,303

営業外収益   

受取利息 6 15

受取配当金 85 108

為替差益 5 22

その他 5 11

営業外収益合計 102 158

営業外費用   

支払利息 5 4

その他 2 0

営業外費用合計 7 5

経常損失（△） △1,596 △1,151

特別損失   

固定資産除却損 0 4

投資有価証券評価損 505 －

ゴルフ会員権評価損 11 －

特別損失合計 516 4

税金等調整前四半期純損失（△） △2,113 △1,155

法人税、住民税及び事業税 19 15

法人税等調整額 △606 △451

法人税等合計 △586 △435

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,526 △720

四半期純損失（△） △1,526 △720
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,526 △720

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △203 640

為替換算調整勘定 48 130

その他の包括利益合計 △154 771

四半期包括利益 △1,681 51

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,681 51
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【注記事項】 

(四半期連結損益計算書関係) 

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)および当第１四半期連結

累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日) 

当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態として、第４四半期に完成する工事の割合が大きい

ため、連結会計年度の各四半期の完成工事高の間に著しい相違があり、各四半期の業績に季節的変動が

あります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 79百万円 73百万円 

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 252 10.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日 
定時株主総会 

普通株式 315 12.50 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  

 前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)および当第１四半期連

結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日) 

  

 当社グループは設備工事事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

(１株当たり情報) 

  １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額を計上し

ており、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成24年４月１日 
前第１四半期連結累計期間

 至  平成24年６月30日)
(自  平成25年４月１日 
当第１四半期連結累計期間

 至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 60.46円 28.52円 

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額(百万円) 1,526 720 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 1,526 720 

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,245 25,243 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年８月５日 

【会社名】 新日本空調株式会社 

【英訳名】 Shin Nippon Air Technologies Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 橋  薫 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長 楠 田 守 雄 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋浜町二丁目31番１号 

【縦覧に供する場所】 新日本空調株式会社 関東支店 

  (千葉市中央区中央一丁目11番１号) 

 新日本空調株式会社 横浜支店 

  (横浜市中区住吉町四丁目45番１号) 

 新日本空調株式会社 名古屋支店 

  (名古屋市中村区名駅南一丁目24番30号) 

 新日本空調株式会社 大阪支店 

  (大阪市西区土佐堀二丁目２番４号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長 髙橋 薫 および当社最高財務責任者 楠田 守雄 は、当社の第45期第１四半期(自

平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に

記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


	0000000_1_0296746502508
	0000000_2_hyo4_0296746502508
	0000000_3_0296746502508
	0000000_4_0296746502508
	0000000_header_0296746502508
	0101010_0296746502508
	0102010_0296746502508
	0103010_0296746502508
	0104000_0296746502508
	0104010_0296746502508
	0104020_0296746502508
	0104025_0296746502508
	0104100_0296746502508
	0201010_0296746502508
	8000000_header_0296746502508
	8101010_0296746502508

